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１ 目的 

 平成27年８月に制定された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成

27年法律第64号。以下「法」という。）に基づき、女性の職業生活における活躍を迅速か

つ重点的に推進し、もって豊かで活力ある社会を実現するため、地方公共団体である本市

は特定事業主として、「女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する大府市

役所行動計画（第１期）」を定め、職場の女性活躍に向けた取組を進めてきた。 

 今回、本市の計画が最終年度に当たることと、令和元年６月に法等の一部が改正された

ことから、計画の見直しを行い、これまで取り組んできた大府市役所行動計画（第1期）

の進捗状況や制度改正等の状況を踏まえ、新たに「女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関する大府市役所行動計画（第２期）」（以下「本計画」という。）を策定し、

公表することとする。 

 

２ 計画期間  

  本計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月31日までの５年間とする。 

 

３ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

  本市では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、「女性活躍推進法に基

づく大府市役所行動計画推進委員会」を設置し、本計画の策定・推進、進捗状況の管理等

について協議を行う。 

 

４ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

  法第19条第３項及び「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定

事業主行動計画の策定等に係る内閣府令」（平成27年内閣府令第61号。）第２条に基づき、

本市の女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について

分析を行った。分析にあたっては、市長部局、議会事務局、選挙管理委員会、監査委員事

務局、公平委員会、消防本部、農業委員会事務局、教育委員会における人事管理が、採用

から配置・育成、登用に至るまで一体的になされているため一括して行い、目標の設定に

ついても同様とする。当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり

目標を設定する。 

なお、この目標は、本市の女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改

善すべき事情について分析を行った結果、最も重要な課題に対応するものから順に掲げて

いる。 
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（１）時間外勤務時間数 

・令和７年度までに、全職員の１人当たりの年間の月平均時間外勤務時間数が 12.0 時

間を超えないようにする。 

 

（２）育児休業等取得率 
・令和３年度から令和７年度までの間、女性職員の育児休業取得率を毎年度100％にす

る。 

・令和７年度までに、男性職員の育児休業（１週間以上）取得率を該当職員の85％に

する。消防職は取得する期間に限らず取得率を該当職員の50％にする。 

・令和７年度までに、男性職員の妻の出産に伴う特別休暇取得率を100％にする。 

・令和７年度までに、男性職員の育児参加休暇取得率を80％にする。 

 

（３）課長級以上の女性管理職の割合 

・令和７年度までに、課長級以上の女性管理職の割合を20％以上にする。 

 

５ 女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期 

 ４で掲げた数値目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施する。 

なお、この取組は、本市の女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改

善すべき事情について分析を行った結果、最も重要な課題に対応するものから順に掲げて

いる。 

 

（１）時間外勤務時間数の縮減に関する取組 

ア 子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限の制度の周知及び配慮 

 小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務を

制限する制度について周知を図る。 

 

イ 事務の簡素合理化の推進 

① 事務分担表や目標管理シートを活用し、効率的な事務遂行を図る。 

② 新たに行事等を実施する場合には、目的、効果、必要性等について十分検討の上

実施し、併せて、既存の行事等との関係を整理し、代替的に廃止できるものは廃

止する。 

③ 会議、打合せについては、極力電子メール、電子掲示板を活用する。 

④ 定例、恒常的業務に係る事務処理のマニュアル化を図る。 

 

ウ 時間外勤務の縮減のための意識啓発等 
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①  部局・課室ごとの時間外勤務の状況を、把握、公表し、適切な管理、指導に役立

てる。 

②  人事担当は、各部局・課室ごとの時間外勤務の状況及び時間外勤務の特に多い職

員の状況を把握して幹部職員に報告し、幹部職員の時間外勤務に関する認識の徹

底を図る。 

③  時間外勤務縮減の取組の重要性について、管理職を含む職員への意識啓発を図

る。 

④ 各部署における取組事例等を調査、収集し、時間外勤務の縮減に役立てる。 

⑤ 変形勤務時間制度を有効活用し、時間外勤務の縮減に役立てる。 

⑥ ノー残業デー等で、職員の定時退庁を徹底する。 

⑦ 22時以降にパソコンの画面ロックを行うことで、22時以降の時間外勤務を原則

禁止する。将来的には、20時へ前倒すことを念頭に取組を推進する。 

 

（２）妊娠中及び出産後における配慮 

① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度につい

て、毎年度周知を図る。 

② 出産費用の給付等の経済的支援措置について、毎年度周知を図る。 

③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担を行う。 

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

ア 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務制度等の周知 

① 育児休業等に関する資料を各部局に通知・配布し、制度の周知を図るとともに、

特に男性職員の育児休業等の取得促進についても周知を図る。 

② 育児休業Ｑ＆Ａ等を作成し、育児休業等の取得手続や経済的な支援等について情

報提供を行う。 

③ 妊娠を申し出た職員に対し、本人の希望に応じて育児休業等の制度・手続につい

て説明を行う。 

④ 育児に関連する法改正等について、職員に情報提供を行う。 

 

イ 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務制度を取得しやすい雰囲気の醸成 

① 育児休業等の取得の申出があった場合、事例ごとに当該部署において適宜業務分

担の見直しを行う。 

② 対象職員や所属長に対し、育児休業等の制度の趣旨や内容を周知することにより、  

職場における各種休暇制度の周知及び取得促進を行う。 
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ウ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

②  育児休業中の職員に対して、休業期間中の広報紙や通達等の送付等の情報提供

を行う。 

② 必要に応じて、復職時におけるＯＪＴ研修等を実施する。 

 

エ 育児休業に伴う代替要員の確保 

部内の人員配置等によって、育児休業中の職員の業務を遂行することが困難なと

きは、適切な代替要員の確保を図る。 

 

（４）子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取組 

① 育児休業中の職員に対して情報提供・能力開発などを行うことで、円滑な職場復

帰ができるように支援する。 

② 女性職員を対象に、マネジメント能力等を高めるための研修等を行うことで女性

職員のキャリア形成を支援する。 

③ 仕事と生活の調和の推進や女性職員の活躍推進に関する研修等を実施する。 

④ 育児休業から復帰した職員が、円滑に業務を遂行できるよう、必要に応じてメ

ンター制度により支援する。 

 

（５）子どもの出生時における男性職員の休暇の取得 

① 子育ての始まりの時期に親子の時間を大切にし、子どもを持つ喜びを実感すると

ともに出産後の配偶者を支援するため、父親が子どもの出生時に休暇を取得しや

すい環境の整備に配慮する。 

② 妻の出産に伴う特別休暇、育児参加休暇や育児休業の制度を周知するとともに、

その取得を希望する職員に対して、取得しやすい雰囲気の醸成を図る。 

 

（６）女性の管理職への登用推進 

① 若手女性職員向けに、ライフステージの変化に合わせたキャリア形成を考える機

会の提供を行い、女性職員が、結婚・出産・育児等のライフイベントを迎える前

の比較的早い段階から、キャリア意識の醸成を図る。 

② 管理職候補層（係長相当職、主任級）の女性職員を対象に、管理職登用に向けた

意識付けやマネジメント能力の向上を目的とした研修等の実施による能力開発、

キャリア支援を実施し、管理職にふさわしい人材を育成する。 

③ 男女共に幅広い分野の職務を経験し職域の拡大を図るため、職員配置や職務分担

に配慮する。 


